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奄美群島における環境サスティナビリティ
を目指したサンゴ礁保全と教育、
地域システムの循環形成

市民・市民社会のためのSDGs普及啓発と行
動変容を促すための関西地域SDGsプラッ
トフォーム形成に向けたネットワーク事業

 鹿児島県

 関西

活動地域

活動地域

奄美群島内の
連携団体数 22 団体

喜界町内での環境教育 6 回

今年度計画の達成度 80 ％

目標達成度 20 ％

イベント参加者数合計 174 人

アンケートサンプル数 974 人

今年度計画の達成度 85 ％

目標達成度 35 ％

実 践

フロントランナー助成

1年目

知識の提供・普及啓発

プラットフォーム助成

1年目

活動内容と成果
奄美群島内のサンゴ礁の調査に合わせて、喜界島、奄
美大島、徳之島、沖永良部島、与論島の行政及び地域
活動団体とイベントの共催や事業計画において連携
を深めることができた。喜界島において小中学校・
高校でサンゴ礁を題材とした環境教育を実施した。
サンゴ礁と環境を学ぶ離島留学の協議会も3回実施
され、令和5年度からの高校への離島留学受け入れを
目指し準備が進んでいる。継続した連携体制を教育
委員会と確立している。昨年度までの活動で発掘し
たサンゴ礁文化資源を活用した地域団体と協働した
モデルツアーを実施することができた。

活動内容と成果
環境系団体との連携を意識しながら、これまでに繋
がりの無かった団体との協働機会を多く創出し、セ
ミナーやシンポジウムを複数行うことができた
（JICA環境社会配慮ガイドライン、VLRなど）。その
中には高校生提言セクションによるユース提言の策
定も含まれる。また、そうした団体との繋がりを継続
していけるよう努力している。
他、海外の市民社会とのネットワーキングについて
は、まずリサーチを、全世界を対象に、ユースとの協
働や地域でのSDGs推進活動を行っている団体を中
心に、時間をかけて丁寧に行い情報を集めた。

課　題
地域の環境保全活動を持続可能にする社会を実現す
るための地域の仕組みづくりを行政・教育機関・事
業者と連携して行う必要がある。

目　標
サンゴ礁資源の保全ルールづくりや、教育機関での
サンゴ礁保全を担う人材育成、地域事業者のサンゴ
礁資源を活用した商品・サービス開発を支える地域
システムの構築。

課　題
関西の市民社会が、SDGs達成に向けて主体的に、かつ
連携して活動を行っていくにあたり、その基盤となるプ
ラットフォームが無い。あるいは上手く機能していな
い。

目　標
開発系・環境系団体双方を含むプラットフォームが基盤
となり活用され、ユースを中心とした関西の市民・市民
社会が、SDGs達成に向け行動変容を起こしていること。
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喜界島荒木でのサンゴ礁調査喜界島荒木でのサンゴ礁調査

高校生チームによるシンポジウム配信高校生チームによるシンポジウム配信

喜界島阿伝集落でのサンゴの喜界島阿伝集落でのサンゴの
石垣修復体験石垣修復体験

VLRセミナーでのVLRセミナーでの
質疑応答の様子質疑応答の様子

奄美群島5島の連携団体を通して環境サステナビリティを支える教育カリキュラム
の水平展開をめざす。また、サンゴの島の未来協議会は、サンゴ礁保全やサンゴ礁
文化等の環境保全活動につながりが期待できる。

引き続き環境系団体を中心に新たな繋がりを作り、協働でセミナー開催などを
行っていく。また海外の市民社会リサーチで得た情報を、次のステップ（ウェブ公
開、実際のコンタクト・連携など）に繋げていく。

今後の
展望

今後の
展望

苦労した点と工夫した点

苦労した点と工夫した点

■苦労した点
奄美群島5島でのサンゴ礁調査や関
係団体との打合せが、現地状況によ
り計画と時期がずれが生じてしまっ
た点。

■工夫した点
ワークショップやイベントのオンラ
イン併用を進め、感染症対策と現地
に来れない人も巻き込んだ活動を実
施できた。

■苦労した点
イベント（オンライン）開催日のスケ
ジューリング段階では新型コロナウイ
ルスの状況が読めず、結果的にタイミ
ングが悪く集客に苦労した。

■工夫した点
新型コロナウイルスの影響で旅費予算
の執行見通しを立てきれなかったた
め、その分アンケート（実施・分析・冊
子作成）への注力に切り替えた。
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